
【６．基本構想の推進にあたって】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<市民に開かれた分権型社会をつくる>

・ 市民のひろばの発行［広報課］ 85,475

　　

・ 市民便利帳の発行［広報課］ 24,945

(拡） ・ テレビ・ラジオ放送事業[広報課] 117,089

(拡） ・ 市民活動促進事業[市民協働課] 1,173

（拡） ・ 地域まちづくりワークショップ事業［市民協働課］ 7,080

・ 市民とつくる協働のまち事業［市民協働課］ 8,053

地元民間放送局を活用し、市政広報番組などを放送する。

また、22年度は、新たに、市政広報テレビ番組を視聴できなかった

人や再視聴を希望する人に向けて、放送終了後にインターネットに

よる録画映像の配信を行う。

民間情報誌の発行業者との協働により、行政情報に加えて、暮らし

に役立つ生活情報をわかりやすくまとめた冊子を発行する。（２年に

１回発行）

また、視覚障害者等向けに点字版とカセットテープ版を発行する。

市の施策や行事など市政に関する各種情報を掲載した広報紙を毎

月発行するほか、健康福祉・安心安全・環境に関する特集号をそれ

ぞれ年１回発行する。

また、視覚障害者等向けに点字版とカセットテープ版を発行する。

市民と行政との協働による個性的なまちづくりを進めるため、公共的

なサービスを提供するＮＰＯ等の活動に対して助成する。

　　　補助金総額　　　７５０万円

市民と行政との協働による個性的なまちづくりを進めるため、新た

に地域まちづくりワークショップが実施する地域プランに基づく取

組に対し、助成する。

　　　設置箇所　１３箇所

　　　　　　　 中央・上町、鴨池、城西、武・田上、谷山北、谷山南、

　　　　　　　 伊敷、吉野、吉田、桜島、喜入、松元、郡山

   　地域プランに基づく活動助成等　　　６５０万円

市民活動の促進を図るための講座や市民活動団体の交流会を開

催し、市民と行政との協働のまちづくりをさらに推進する。
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【６．基本構想の推進にあたって】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 市長とふれあいトーク［市民協働課］ 361

・ わたしの提言［市民相談センター］ 335

(新） 　・ 子どもミーティング開催事業[市民協働課] 464

<将来を見据えた行財政運営を推進する>

・ 次期総合計画策定事業［政策企画課］ 6,507

（新） ・ 情報システム最適化事業[情報システム課] 235,573

・ 人材育成の推進［人事課］ 5,292

多様化する市民ニーズや時代の変化に対応できる職員の育成を計

画的かつ総合的に推進するもので、２２年度は職員に対する新しい

評価制度の試行及び研修を実施する。

市民の利便性と行政の効率化をさらに高めていくため、財務会計な

どの内部情報系システムの再構築等を行う。

２３年度の次期総合計画の策定に向け、基本構想の素案を作成し、

総合計画審議会、市民との意見交換会及び学生会議等を開催する

など、検討を進める。

まちづくりに対する夢を中高生が共に語り合う子どもミーティングを

開催する。

「わたしの提言」手紙セットを市公共施設等に設置するとともに、

ホームページに専用電子メールアドレスを設け、市民の意見・提案

等を市政運営の参考とする。

市長が自ら地域や市民の活動の場などに出向き市民と市政につい

て懇談を行い、市政に関する意見・意向を聴取し、市政運営の参考

とする。
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【６．基本構想の推進にあたって】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

(新) ・ 地方税電子申告システム導入事業［市民税課］ 19,536

(新) ・ 法人市民税課税データ整備事業［市民税課］ 2,958

(新) ・ 家屋課税情報構築業務委託事業［資産税課］ 16,000

（新） ・ 固定資産名寄帳電子データ化事業［資産税課］ 27,568

（拡） ・ 納税お知らせセンター業務強化事業［納税課］ 10,125

（拡） ・ 住民基本台帳カード普及促進事業［市民課］ 9,559

・ 総合案内コールセンター運営事業［市民相談センター］ 35,012

市民からの問い合わせを、年中無休で受付け、ITを用いて迅速か

つ的確な対応を行うコールセンター（サンサンコールかごしま）を運

営し、市民サービスの向上を図る。

住民基本台帳カードの利用促進を図るため、国の財政措置にあわ

せて２３年３月末まで発行手数料を無料化する。また、カード普及の

啓発を図るため、町内会などに対し住民基本台帳カードの説明、加

入案内を行う。

市税等の滞納者に対する電話による自主納付の呼びかけ等を強化

するため、「納税お知らせセンター」の運営時間を延長する。

課税情報の検索・閲覧の迅速化等を図るため、紙台帳で保有して

いる固定資産名寄帳を電子データ化する。

旧５町の家屋課税情報を統合型ＧＩＳで活用するため、家屋課税

データや航空写真等をもとに家屋現況図ファイルを作成する。

課税事務の効率化を図るため、法人市民税に係る法人情報を整理

し、電子データ化するとともに、調査資料等帳票の整備を行う。

公共建築物の実態調査等を行い、保全計画を策定し、中長期の視

点にたった維持保全を実施する。
市税等の現年課税分滞納案件に対する電話による自主納付呼び

かけを民間委託により実施する。

公共建築物の実態調査等を行い、保全計画を策定し、中長期の視

点にたった維持保全を実施する。
納税者の利便性の向上と事務の効率化を図るため、申告や課税資

料の授受が電子データでできる地方税電子申告システムを導入す

る。

①地方税電子申告

　 対象税目: 法人市民税、個人市民税（給与支払報告書）、

                  固定資産税（償却資産）、事業所税

②確定申告書データの授受
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【６．基本構想の推進にあたって】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新）　・ ワンストップ窓口設置事業[市民課・情報システム課] 1,634

（債務負担行為）

(6,000)

（新）　・ 谷山支所庁内案内業務等委託事業[谷山支所総務課] 2,968

・ 新喜入支所庁舎整備事業［喜入支所総務市民課］ 219,306

・ 公共建築物ストックマネジメント事業［建築課］ 10,417

（拡） ・ 橋りょう長寿命化修繕計画策定事業［道路維持課］ 27,831

・ 学校建築物ストックマネジメント事業［施設課］ 2,956

・ 下水道長寿命化計画策定事業(公共下水道事業特別会計）［水道局］ 20,000

下水道施設の予防保全的な管理や計画的な改築等により、事故の

未然防止及びライフサイクルコストの最小化を目的とした「下水道長

寿命化計画」を策定する。

校舎・屋内運動場などの学校施設の劣化度調査を行い、施設別の

中長期保全計画を策定する。

２０年度に策定した橋長１５ｍ以上の計画に加え、２２年度は橋長１５

ｍ未満の橋りょうについての長寿命化修繕計画を策定する。

施設の長寿命化、維持保全費用の縮減のため、引き続き施設別の

中長期保全計画を作成するとともに、同計画に基づく改修工事等を

行う。

新喜入公民館との複合施設として建設するため、２３年度供用開始

に向け、２２年度は、新築本体工事等を行う。

谷山支所における総合的な案内業務をよりスムーズに行うため、谷

山支所庁舎１階にフロアマネージャーを配置する。

市民サービスの向上を図るため、ワンストップ窓口の設置に向け、シ

ステム開発を行うとともに、市民課窓口の混雑解消を図るため、受付

番号発券機の設置などを行う。
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